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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期
第２四半期
累計期間

第29期
第２四半期
累計期間

第28期
第２四半期
会計期間

第29期
第２四半期
会計期間

第28期

会計期間

自平成20年
７月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
７月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
７月１日
至平成21年
６月30日

売上高　　　　　　　　（千円） 2,472,9132,428,2101,241,5241,164,8014,867,023

経常利益　　　　　　　（千円） 31,651 72,644 22,720 14,955 35,803

四半期（当期）純利益　（千円）　　 12,732 58,732 6,260 6,599 30,656

持分法を適用した場合の投資利益

　  　　　　　　　　　（千円）
－ － － － －

資本金　　　　　　　　（千円） － － 479,205 624,205 624,205

発行済株式総数　　　　（千株） － － 1,164 1,664 1,664

純資産額　　　　　　　（千円） － － 907,2751,256,6821,215,391

総資産額　　　　　　　（千円） － － 4,060,2504,103,1704,005,087

１株当たり純資産額　　　（円） － － 778.51 754.31 730.15

１株当たり四半期（当期）純利益

金額　　　　　　　　　　（円）
10.93 35.28 5.37 3.96 25.72

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額　　　（円）
－ 35.27 － 3.96 －

１株当たり配当額　　　　（円） － － － － 10.00

自己資本比率　　　　　　（％） － － 22.3 30.6 30.3

営業活動による

キャッシュ・フロー　　（千円）
136,873 209,068 － － 297,003

投資活動による

キャッシュ・フロー　　（千円）
△147,547△47,131 － － △397,697

財務活動による

キャッシュ・フロー　　（千円）
79,428 △35,181 － － 233,451

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高　　　　　（千円）
－ － 268,906 459,664 322,908

従業員数　　　　　　　　（人） － － 147 164 168

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ　　

　　

いては記載しておりません。　

　      ２　売上高に、消費税等は含んでおりません。

　　 　 ３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

　 　　 ４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第28期第２四半期累計（会計）期間および

　　　　　　第28期は潜在株式は存在しますが希薄化効果を有しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

４【従業員の状況】

　　提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 164 (541)

　　　（注）　従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（外書）は、パート・アルバイト等の臨時従業員数（１日８時　

　　間勤務として計算した期中平均人数）を記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、仕入及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期会計期間における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目
当第２四半期会計期間
（自　平成21年10月１日 
至　平成21年12月31日）

　
　前年同四半期比（%） 

　

チャーシュー細巻き　　　（千円） 21,934 66.3

ギョーザ　　　　　　　　（千円） 13,407 90.8

メンマ　　　　　　　　　（千円） 5,127 110.0

鶏そぼろ　　　　　　　　（千円） 4,674 198.3

その他　　　　　　　　　（千円） 65,206 132.1

合計（千円） 110,350 105.9

　（注）１　上記は名古屋センターにおける生産実績であります。

２　金額は製造原価によって表示しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　その他は、タレ・調味料等であります。

(2）仕入実績

　当第２四半期会計期間における仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目
当第２四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
 至　平成21年12月31日）

 
　前年同四半期比（%） 

 

麺類　　　　　　　　　　（千円） 35,331 92.7

精米類　　　　　　　　　（千円） 24,357 112.3

肉類　　　　　　　　　　（千円） 12,542 62.5

酒・ドリンク類　　　　　（千円） 12,530 82.1

野菜類　　　　　　　　　（千円） 15,479 111.0

スープ類　　　　　　　　（千円） 16,904 85.7

その他　　　　　　　　　（千円） 166,890 93.2

合計（千円） 284,037 92.2

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　その他は、タレ・調味料等であります。

(3）販売実績

　当第２四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門
当第２四半期会計期間

　　 （ 自　平成21年10月１日
  至　平成21年12月31日）

　
　　前年同四半期比（%）　 

  

クイックサービス部門　　（千円） 804,290 92.5

ファミリーサービス部門　（千円） 212,914 80.5

カジュアルサービス部門　（千円） 144,417 138.1

その他　　　　　　　　　（千円） 3,178 96.1

合計（千円） 1,164,801 93.8

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　その他は、食材売上であります。
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

  なお、重要事象等は存在しておりません。

 

　

 

３【経営上の重要な契約等】

　当社は、株式会社グルメ杵屋との間で事業の譲受けを行うことを平成22年２月９日の取締役会において決定しまし

た。詳細は『第５[経理の状況]１．四半期財務諸表』の重要な後発事象を参照して下さい。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

（１）業績の状況　  

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策やリストラ策の進展等により、企業収益は下げ

止まりをみせたものの、雇用調整が長引き個人所得は引き続き減少傾向にある中、経済全般はデフレ傾向が強ま

り、消費回復のないまま推移しました。

　外食産業におきましては、企業間競争の激化や原材料価格等の下落を受け、商品売価の切り下げがみられ、総じて

高価格業態は厳しく、ファミリーレストランや居酒屋等を中心に、売上が低迷し、10月11月には新型インフルエン

ザが猛威を振るったことによる業績への悪影響もみられました。

　

　　　このような環境下で当社は、当第２四半期に新規出店はなく、既存店４店舗の改装を実施しました。当期末の店舗数

は65店舗（前第２四半期末比２店舗増）、業態別店舗数は、「一刻魁堂」46店舗（同３店舗増）、「中華食堂(「旨

飯中華食房」を含む)」11店舗（同３店舗減）、「龍虎餐房」７店舗（同２店舗増）、および「中華屋あんず」１

店舗（同増減なし）であります。

営業面では、引き続き正社員の積極採用ならびに教育訓練を進め、組織強化に努めるとともに、前記改装の他、各

店舗の修繕や設備更新を積極的に推進しました。また12月中旬に一刻魁堂業態の内44店舗に新調理機器を導入し、

競争力を持つ商品として「ふんわり玉子チャーハン」を新発売、順調に販売数を拡大した他、ネギの加工機器を各

店舗に新配備しカットを自社工場から店舗に移管、品質向上を図る等、各業態で顧客視点に立った商品品質の改善

や、メニュー売価等の見直しを徹底しました。その結果、11月末頃から客数の増加傾向が顕著となりましたが、新型

インフルエンザ感染拡大期間に極端な客足の落ち込みがあり11月の既存店売上高が前年比80.0％にまで悪化、当

第２四半期会計期間の既存店売上高は前期同期間比12.7％減少しました。

　

　　以上によりまして、当第２四半期会計期間の売上高は1,164百万円（前期同期間比6.2％減）となり、利益面で

　は、売上の一時的な落ち込みに加え、新規備品等の先行費用の増加や、10月上旬の台風18号による被害で店舗お

　よび本社の修繕費等が発生したこともあり、営業利益は８百万円(同72.1％減)に留まり、一方で台風被害の受取

　保険金等があり経常利益は14百万円（同34.2％減）となりました。また四半期純利益は６百万円（同5.4％増）と　

　なりました。

　

（２）財政状態の分析 

　　当第２四半期会計期間末における流動資産は679百万円となり、前事業年度末に比べ158百万円増加いたしました。

主な要因は、現金及び預金が126百万円増加したためです。

　　固定資産は3,424百万円となり、前事業年度末に比べ59百万円減少いたしました。主な要因は、新規出店による

　設備投資がなかったことにより有形固定資産が44百万円減少したためであります。

　　流動負債は1,341百万円となり、前事業年度末に比べ36百万円増加いたしました。主な要因は、短期借入金が30

  百万円および買掛金が23百万円増加したためであります。

　固定負債は1,504百万円となり、前事業年度末に比べ19百万円増加いたしました。主な要因は、社債が50百万円

減少した一方、その他（リース債務）が40百万円および長期借入金が31百万円増加したためであります。

　

（３）キャッシュ・フローの状況　

　  当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期会計期間末に比

べ43百万円増加し459百万円となりました。

　 なお、当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　 　当第２四半期会計期間において、営業活動により得られた資金は96百万円（前年同期は14百万円の支出）とな

  　 りました。これは主に税引前四半期純利益13百万円、減価償却費66百万円によるものです。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　当第２四半期会計期間において、投資活動により使用した資金は16百万円（前年同期は21百万円の支出）とな　

　　りました。これは主に改装等に伴う有形固定資産の取得による支出18百万円によるものです。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  　　当第２四半期会計期間において、財務活動により使用した資金は35百万円（前年同期は73百万円の収入）とな

　　りました。これは主に長期借入金の借入れによる収入135百万円があった一方、長期借入金の返済による支出128

　　百万円があったことによるものです。
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第２四半期会計期間において、事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題

　はありません。

 

　　（５）研究開発活動

　　　　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(１）主要な設備の状況

　当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　 

(２）設備の新設、除却等の計画

　　　当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変　　　

　　更はありません。また、新たに確定した重要な新設、拡充、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,640,000

計 3,640,000

　②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,664,800 1,664,800
名古屋証券取引所

（セントレックス）

権利内容に何ら

限定の無い当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株であり

ます。

計 1,664,800 1,664,800 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成17年９月22日開催の定時株主総会決議

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 39,900

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　

新株予約権の目的となる株式の数（株） 79,800

新株予約権の行使時の払込金額（円） 804

新株予約権の行使期間
平成19年９月23日から
平成22年３月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　804
資本組入額　　　　402

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　当社が株式分割又は併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただし、か

かる調整は、新株予約権のうち、当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うこととします。

２　株式の分割及び調整前払込金額を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により１株当たりの払込金

額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。

調整後

払込金額
＝
調整前払込金額×既発行株式数＋新規発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

  （併合の場合は減少株式数を減ずる）
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３　新株予約権の行使条件は次のとおりであります。

①　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地

位を有しているものとします。ただし、当社の取締役・監査役が任期満了により退任した場合、または従業

員が定年により退職した場合にはこの限りではありません。

②　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとします。

③　新株予約権の質入れ・その他一切の処分は認めないものとします。

その他の条件については、当社と対象取締役および従業員との間で締結する「株式会社ＪＢイレブン新株

予約権付与契約書」に定めるものとします。

４　新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要することとします。

５　平成18年９月１日付の株式分割（１株を２株に分割）により、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新

　　株予約権の行使時の払込金額」および「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格およ　

　　び資本組入額」が調整されております。なお、「新株予約権の数」および「新株予約権の目的となる株式の

　　数」は、退職により権利を喪失した付与者に係る新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数を

　　減じております。

６　平成21年６月11日付の第三者割当増資(500,000株)により、(注）２の算式により１株当たりの払込金額を調

　　整し「新株予約権の行使時の払込金額」および「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式に発行

　　価格および資本組入額」が調整されております。　

　

　 会社法第236条、第238条および第240条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 　　　　平成19年12月５日開催の取締役会決議

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 83

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 8,300

新株予約権の行使時の払込金額（円） 507

新株予約権の行使期間
平成22年１月１日から
平成29年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　636
資本組入額　　　　318

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。た

　　　　　　だし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式の

　　　　　　数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てるものとします。 

 　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

 　　　　 　また、当社が時価を下回る価額で株式を発行または自己株式の処分を行う場合（時価発行として行う公募

　　　　　増資、新株予約権、新株予約権証券および新株引受の行使に伴う株式の発行を除く）、当社が合併、会社分　

　　　　　割株式交換または株式移転（以上を総称して「合併等」という。）を行う場合、株式無償割当てを行う場

　　　　　合、その他目的となる株式の数を調整することが適切な場合は、当社は合理的な範囲内で目的となる株式数

　　　　　の調整を行うことができるものとします。

 　　　２　新株予約権割当日後、当社が株式の分割・併合および時価を下回る価額で株式を発行または自己株式の処分

　　　　　 を行う場合（時価発行として行う公募増資、新株予約権、新株予約権証券および新株引受権の行使に伴う株

　　　　　 式の発行を除く）は、次の算式により１株当たり行使価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は切

           り上げます。なお、自己株式の処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式

           数」、「１株当たり払込金額」は「１株当たり処分価額」、「分割・新規発行による増加株式数」は「処分

　　　　　 株式数」とそれぞれ読み替えます。

     既発行 新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額

 

＝

 

調整前

行使価額

 

×

 

 株式数＋ 分割・併合・新規発行前の株価

  既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

 　 （株式の併合の場合は併合株式数を減ずる）
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             　また、新株予約権割当日後に、当社が合併等を行う場合、株式無償割当てを行う場合、その１株当たり

　　　　　　 の行使価額の調整をすることが適切な場合には、当社は１株当たりの行使価額の調整を行うことができる

　　　　　　 ものとします。 

 　　　３　新株予約権の行使条件は次のとおりであります。

 　　　 ①　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の従業員その他これに準ずる地位にあるこ

　　　　　　とを要するものとします。ただし、新株予約権の割当を受けた者が任期満了により退任または定年退職し

　　　　　　た場合、この限りではありません。

　　　　②  新株予約権の割当を受けた者が新株予約権の権利行使期間到来前に死亡した場合は、その権利を喪失しま

　　　　　　す。なお、新株予約権の割当を受けた者が新株予約権の権利行使期間到来後に死亡した場合は、相続人が

　　　　　　その権利を行使することができます。

　　　　③　新株予約権の質入れその他一切の処分を認めないものとします。

　　　  ④  その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約権割当契約に

　　　　　　定めるところによります。

 　　 ４　新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要することとします。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残高
（千円）

平成21年10月１日～

平成21年12月31日
－ 1,664,800 － 624,205 － 539,254

 

（５）【大株主の状況】

 平成21年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

新美　司 愛知県知多郡東浦町　 261,300 15.69

椋本　充士 大阪市住吉区 172,400 10.35

株式会社グルメ杵屋 大阪市住之江区北加賀屋３丁目４番７号 105,800 6.35

尾家産業株式会社 大阪市北区豊崎六丁目11番27号　 88,400 5.30

有限会社エヌアイエムホールディ

ングス　

愛知県知多郡東浦町大字藤江字三丁12番地

　
62,502 3.75

ＪＢイレブン社員持株会　 名古屋市緑区桶狭間切戸2217番地　 60,980 3.66

アリアケジャパン株式会社 東京都渋谷区恵比寿南３丁目２番17号　 49,400 2.96

新美　さよ子　 愛知県知多郡東浦町　 46,760 2.80

北沢産業株式会社 東京都渋谷区東２丁目23番10号 37,000 2.22

株式会社折兼 名古屋市西区菊井２丁目６番16号 36,000 2.16

計 － 920,542 55.29
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　200　 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  1,664,200 16,642 同上

単元未満株式 普通株式  　    400  － －

発行済株式総数           1,664,800 － －

総株主の議決権 － 16,642 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式23株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ＪＢイレブン
名古屋市緑区桶狭間
切戸2217番地

200 － 200 0.01

計 － 200 － 200 0.01
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
７月

８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 608 600 606 592 580 585

最低（円） 505 541 510 531 520 525

　（注）　最高・最低株価は、名古屋証券取引所セントレックスにおけるものであります。

３【役員の状況】

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

    (1)役員の異動
　

　新役名 　新職名　　 　旧役名 　旧職名 　氏名 　異動年月日

専務取締役　
店舗開発部、人材開発

部、総務部担当　
専務取締役　

店舗開発部、人材開発部、

総務部、経理部担当　
伊藤　眞一郎　 平成22年２月１日　

取締役　　
経理部担当、経営推進室

長　
取締役　 経営推進室長　 羽山　正信　 平成22年２月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）および前第２四半期累計期間（平成

20年７月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで）および当第２四半期累計期間（平成21年７月１日から平成21年12月31

日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20

年12月31日まで）および前第２四半期累計期間（平成20年７月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務

諸表ならびに当第２四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）および当第２四半期累計期間

（平成21年７月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人によ

る四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社を有していないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 459,664 332,908

売掛金 141 135

預入金 84,682 68,310

製品 18,055 14,731

仕掛品 9,787 6,707

原材料及び貯蔵品 15,845 13,755

その他 90,944 84,571

流動資産合計 679,121 521,120

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,722,545 1,779,228

土地 586,122 586,122

その他（純額） 352,990 340,696

有形固定資産合計 ※
 2,661,657

※
 2,706,047

無形固定資産

その他 8,456 8,874

無形固定資産合計 ※
 8,456

※
 8,874

投資その他の資産

その他 753,934 769,044

投資その他の資産合計 753,934 769,044

固定資産合計 3,424,049 3,483,966

資産合計 4,103,170 4,005,087

負債の部

流動負債

買掛金 131,912 107,923

短期借入金 66,800 36,000

1年内返済予定の長期借入金 687,739 715,289

1年内償還予定の社債 100,000 100,000

未払法人税等 21,567 32,912

賞与引当金 8,960 6,429

その他 324,888 306,507

流動負債合計 1,341,867 1,305,062

固定負債

社債 － 50,000

長期借入金 1,399,974 1,368,781

退職給付引当金 16,083 17,377

その他 88,562 48,475

固定負債合計 1,504,619 1,484,633
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年６月30日)

負債合計 2,846,487 2,789,695

純資産の部

株主資本

資本金 624,205 624,205

資本剰余金 539,254 539,254

利益剰余金 93,561 51,474

自己株式 △141 △141

株主資本合計 1,256,879 1,214,792

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,270 △344

評価・換算差額等合計 △1,270 △344

新株予約権 1,073 944

純資産合計 1,256,682 1,215,391

負債純資産合計 4,103,170 4,005,087
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 2,472,913 2,428,210

売上原価 673,968 621,584

売上総利益 1,798,945 1,806,626

販売費及び一般管理費 ※
 1,747,444

※
 1,730,379

営業利益 51,500 76,246

営業外収益

受取利息 897 503

受取配当金 36 33

賃貸不動産収入 33,750 32,667

その他 2,116 17,263

営業外収益合計 36,800 50,467

営業外費用

支払利息 16,885 15,718

社債利息 1,892 703

賃貸不動産費用 32,714 30,929

その他 5,155 6,718

営業外費用合計 56,649 54,068

経常利益 31,651 72,644

特別利益

固定資産受贈益 － 6,733

役員退職慰労引当金戻入額 40 －

その他 － 161

特別利益合計 40 6,894

特別損失

固定資産除却損 13,458 6,918

退店損失 1,404 －

特別損失合計 14,863 6,918

税引前四半期純利益 16,828 72,620

法人税、住民税及び事業税 4,096 13,888

法人税等合計 4,096 13,888

四半期純利益 12,732 58,732
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第２四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 1,241,524 1,164,801

売上原価 322,152 302,425

売上総利益 919,371 862,375

販売費及び一般管理費 ※
 887,154

※
 853,381

営業利益 32,217 8,994

営業外収益

受取利息 307 218

受取配当金 36 33

賃貸不動産収入 16,875 15,892

その他 1,124 15,746

営業外収益合計 18,343 31,890

営業外費用

支払利息 8,288 8,159

社債利息 881 370

賃貸不動産費用 16,412 15,369

その他 2,257 2,029

営業外費用合計 27,840 25,929

経常利益 22,720 14,955

特別損失

固定資産除却損 13,097 1,694

退店損失 1,300 －

特別損失合計 14,397 1,694

税引前四半期純利益 8,322 13,261

法人税、住民税及び事業税 2,061 6,661

法人税等合計 2,061 6,661

四半期純利益 6,260 6,599
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 16,828 72,620

減価償却費 133,231 131,132

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △40 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △897 △1,294

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,810 2,530

受取利息及び受取配当金 △934 △536

支払利息 18,778 16,421

固定資産除却損 12,959 6,918

固定資産受贈益 － △6,733

売上債権の増減額（△は増加） △0 △6

預入金の増減額（△は増加） △49,275 △16,371

たな卸資産の増減額（△は増加） △19,793 △8,493

仕入債務の増減額（△は減少） 17,258 23,988

未払金の増減額（△は減少） 6,740 13,726

未払費用の増減額（△は減少） 28,482 3,490

その他 833 13,748

小計 162,360 251,141

利息及び配当金の受取額 378 112

利息の支払額 △18,491 △17,923

法人税等の支払額 △7,373 △24,261

営業活動によるキャッシュ・フロー 136,873 209,068

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 6,000 －

有形固定資産の取得による支出 △114,340 △50,041

貸付けによる支出 △1,000 －

貸付金の回収による収入 8,249 6,746

差入保証金の差入による支出 △47,105 △4,716

差入保証金の回収による収入 － 3,310

その他 648 △2,430

投資活動によるキャッシュ・フロー △147,547 △47,131

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 30,800

長期借入れによる収入 450,000 385,000

長期借入金の返済による支出 △307,574 △381,357

社債の償還による支出 △50,000 △50,000

リース債務の返済による支出 － △4,436

設備関係割賦債務の返済による支出 △1,571 △463

配当金の支払額 △11,425 △14,724

財務活動によるキャッシュ・フロー 79,428 △35,181
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（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年12月31日)

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 68,755 126,756

現金及び現金同等物の期首残高 200,150 332,908

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 268,906

※
 459,664

EDINET提出書類

株式会社ＪＢイレブン(E03500)

四半期報告書

20/29



【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　　　　該当事項はありません。

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成21年12月31日）

前事業年度末
（平成21年６月30日）

　※有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　      1,907,743千円

　　投資その他の資産の減価償却累計額

　            253,242千円

　※有形固定資産の減価償却累計額　

　　　　　　　　　　　　　　　　　    1,803,133千円

　　投資その他の資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　246,428千円

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 792,137千円

賞与引当金繰入額 6,655千円

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 776,203千円

賞与引当金繰入額 8,665千円

前第２四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 402,746千円

賞与引当金繰入額 6,655千円

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 384,277千円

賞与引当金繰入額 8,665千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成20年12月31日現在）

　（千円）

現金及び預金   268,906    

預入期間３か月超の定期預金  －

現金及び現金同等物 268,906    

 

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年12月31日現在）

　（千円）

現金及び預金 459,664   

預入期間３か月超の定期預金 　　－ 

現金及び現金同等物  459,664   
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（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成21年12月31日）及び当第２四半期累計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年

12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　　1,664,800株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　　　　223株

 

３．新株予約権等に関する事項

　          ストック・オプションとしての新株予約権

　　新株予約権の四半期会計期間末残高　　　　　1,073千円

 

４．配当に関する事項

　　　　　　配当金支払額

（決議）　 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年９月24日

定時株主総会
普通株式 16,645 10平成21年６月30日平成21年９月25日利益剰余金

 

（有価証券関係）

　有価証券の四半期貸借対照表計上額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　　　　四半期財務諸表への影響額に重要性がないため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成21年12月31日）

前事業年度末
（平成21年６月30日）

１株当たり純資産額 754.31円 １株当たり純資産額 730.15円
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２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 10.93円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在しますが希薄化効果を有しないため

記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 35.28円

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額      35.27円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額および潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 12,732 58,732

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 12,732 58,732

期中平均株式数（千株） 1,164 1,664

      

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額 　     

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） － 0

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

――――― ―――――

前第２四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 5.37円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在しますが希薄化効果を有しないため

記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 3.96円

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額       3.96円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額および潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

 
前第２四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 6,260 6,599

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 6,260 6,599

期中平均株式数（千株） 1,164 1,664

　 　     

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額 　     

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） － 0

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

――――― ―――――
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（重要な後発事象）

　　当社は平成22年２月９日開催の取締役会において、平成22年３月１日および平成22年３月31日をもって株式会

　社グルメ杵屋との間で、同社が運営する中華業態アーシーマーシー（阿詩瑪石）の事業を譲受けることを決議い　

　たしました。　　

　

　１．事業譲受けの理由

　　当社は、従前より関東、関西地区への出店を進めていく方針を持っておりますが、株式会社グルメ杵屋のレストラ

　ン事業の中華業態であるアーシーマーシー（阿詩瑪石）店舗は、九州地区の店舗を除き当社の出店強化エリアと合致　

　しており、またその店舗設備は当社の展開する龍虎餐房long-hu dining（ロンフーダイニング）業態へ低コストで業

　態転換できる見込みです。今般、株式会社グルメ杵屋が中華業態から完全撤退するに当たり、当社は同業態12店舗の

　内６店舗を譲受けることにより、当社事業の発展に資するものであります。

　　

　２．事業譲受けの内容

　　(１) 譲受ける事業の内容

　　　　株式会社グルメ杵屋がアーシーマーシー(阿詩瑪石)店として営業する６店舗

　

　　店　名 所在地

丸の内オアゾ店 東京都千代田区丸の内1-6-2　新丸の内センタービル３Ｆ

千代田橋アピタ店 名古屋市千種区千代田橋2-1-1　アピタ千代田橋店１Ｆ

久御山ジャスコ店 京都府久世郡久御山町森南大内156-1　ジャスコ久御山２Ｆ

明石マイカル店 兵庫県明石市大久保町ゆりのき通2-3-1　明石マイカル２番街１Ｆ

福山駅サンステーションテ

ラス店
広島県福山市三之丸町30-1　サンステーションテラス福山１Ｆ　

呉ゆめタウン店 広島県呉市宝町5-10　ゆめタウン呉３Ｆ

　

(２) 譲受ける資産、負債の額

　　　　　建物付属設備、工具器具備品等　109百万円

　

　３．譲渡会社の名称　株式会社グルメ杵屋

　　

　４．事業譲受けの時期　
　　　取締役会決議　　　　　　　　　平成22年２月９日

　　　事業譲渡契約書締結　　　　　　平成22年２月10日

　　　事業譲受け日

　　　　平成22年３月１日（予定）以下の１店舗

　　　　　千代田橋アピタ店

　　　　平成22年３月31日（予定）以下の５店舗

　　　　　丸の内オアゾ店、久御山ジャスコ店、明石マイカル店、福山駅サンステーションテラス店、呉ゆめタウン店
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（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年６月30日以前のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っておりますが、取引残高に前

事業年度末に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月13日

株式会社ＪＢイレブン

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和　田　芳　幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐　野　正　人　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＪＢイレブン

の平成20年7月1日から平成21年6月30日までの第28期事業年度の第2四半期会計期間（平成20年10月1日から平成20年12月

31日まで）及び第2四半期累計期間（平成20年7月1日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半

期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＪＢイレブンの平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する

第2四半期会計期間及び第2四半期累計期間の経営成績並びに第2四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期会計期間よ

り機械及び装置の減価償却方法について、定率法から定額法に変更している。

 

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期財

務諸表に添付する形で別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月10日

株式会社ＪＢイレブン

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和　田　芳　幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐　野　正　人　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＪＢイレブ

ンの平成21年7月1日から平成22年6月30日までの第29期事業年度の第2四半期会計期間（平成21年10月1日から平成21年12

月31日まで）及び第2四半期累計期間（平成21年7月1日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＪＢイレブンの平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する

第2四半期会計期間及び第2四半期累計期間の経営成績並びに第2四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年2月9日の取締役会において株式会社グルメ杵屋より事業を

譲り受けることを決議した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　以　上

　　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期財

務諸表に添付する形で別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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